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級 1級 2級 3級 4級 5級 6級

2025年 2025年 2025年 2025年 2025年 2025年

円 円 円 円 円 円

1 183,500230,000 265,300 298,800 321,300 355,200

5 188,000236,000 269,300 304,600 328,300 361,700

9 194,500242,000 273,300 309,100 335,000 368,000

13 201,000247,400 273,300 315,400 341,500 374,600

17 207,400252,100 282,500 321,700 347,600 381,700

21 213,600256,400 287,300 328,000 353,700 388,500

25 220,000260,400 292,400 334,200 359,900 394,100

29 225,600263,900 296,600 340,900 366,500 398,600

33 230,000267,000 301,300 347,400 371,500 402,700

37 234,400270,000 306,500 354,300 375,300 405,400

41 238,200273,000 311,700 360,000 378,700 407,300

45 241,400276,000 316,300 363,700 381,700 408,400

49 243,800278,800 321,400 367,600 384,300 409,500

53 246,000281,500 326,400 370,000 386,600 410,600

57 247,300284,100 330,400 372,300 388,700 411,700

61 248,500286,700 333,600 374,600 390,800 412,700

65 249,700289,000 336,100 376,600 392,700 413,700

69 250,900291,200 338,600 378,900 394,200 414,700

73 252,100293,400 340,600 381,000 395,200 415,700

77 253,300294,800 342,300 382,800 396,200 416,700

81 254,500295,800 344,100 384,500 397,200 417,700

85 255,700296,800 345,600 386,100 398,200

89 256,900298,000 347,000 387,700 399,200

93 258,100299,200 348,400 389,300 400,200

97 300,300 349,800 390,900

101 301,600 351,500

105 302,700 353,200

109 303,800 354,700

113 305,100

117 306,200

121 307,400

125 308,500

192,000239,800260,000279,700294,900320,600

◇2025年度成績率

〇暫定再任用職員以外

区分

2024年度

特に優秀

121/100

優秀 112/100

良好 103/100

良好でない

93.5

〇暫定再任用職員

区分

2024年度

優秀

51.5/100

良好 48//100

良好でない

45.5/100

2025年4月1日切替

※ゴシックが切替号給

2025年度

125.5/100

114/100

再任用

号

46.75/100

102.5/100

93.5/100

2025年度

52.75/100

49.25/100

独自号給の廃止・昇給幅の拡大を押返す！会計年度任用職員の雇用改善に向け検討

会計年度任用職員（療養休暇を有給化！不妊治療休暇、育児参加休暇等の6月要件を廃止）

県労連は2024年確定闘争についてヤマ場の交渉を行い、12月23日23時30分に大綱妥結しました。
自治労県職労の判断

〇独自号給の廃止提案を押返したこと。
○昇給幅の拡大提案を押返したこと。

〇差額の年内支給を確認したこと。

〇扶養手当改定の経過期間を当初の2年から3年に延長させたこと。

〇会計年度任用職員の雇用改善に向けて、早急に話し合いを行うことを確認したこと。

自治労県職労は、以上を総合的に判断して、批准を確認しました。

妥結内容（概要）

〇2025年度の給料表
　給料表については、人事委員会勧告のとおり、裏面記載のとおり2025年4月1日から切り替える。
　切替日の前日においてその者が属していた職務の級及び受けていた号給における給料月額と同じ職務の級の同額の号給（旧給料月額に対応する号給がない場合においては、その給料月額の直近上位の額の号給）を適用する。

〇2025年度の勤勉手当成績率

　５ページ記載のとおり改定。
○2025年度の地域手当

2025年度以降の地域手当の支給割合については、12.45％とする。
○扶養手当の見直し

　扶養手当については、下表のとおり2025年4月1日から適用する。
	扶養親族
	2025
	2026
	2027

	配偶者
	行(1)７級以下職員等
	5,000
	2,500
	0

	
	行(1)８級職員等
	1,900
	0
	

	
	行(1)９級以上職員等
	0
	0
	

	子
	配偶者のない場合１人
	14,500
	13,800
	13,000

	
	上記以外　１人目の子
	11,100
	12,000
	

	
	　　　　　２人目の子
	11,600
	12,300
	

	
	　　　　　３人目の子
	12,300
	12,600
	

	
	特定期間（16歳から22歳）の加算
	6,400
	5,700
	5,000

	父母等
	行(1)７級以下職員等
	6,900
	6,700
	6,500

	
	行(1)８級職員等
	3,500
	3,500
	3,500

	
	行(1)９級以上職員等
	0
	0
	0


　　　　　　　　　　単位：円
〇通勤手当の見直し
通勤手当については、下表のとおり2025年4月1日から適用する。
	項目
	現行
	見直し後

	交通機関等利用者の1か月あたりの支給限度額
	①45,000円まで⇒全額

②45,000円超45,600円未満

⇒45,000円＋（運賃相当額－45,000円）／２

③45,600円以上

⇒運賃相当額－300円
	1か月あたりの交通機関等に係る通勤手当の額、交通用具に係る通勤手当の額及び新幹線等に係る通勤手当の額を合算した額の限度を150,000円とする。

	特別料金等の扱い（通常の手当額に加算）
	新幹線鉄道等に係る通勤手当の1/2（1か月あたりの２分の１の額が2万円を超える場合は2万円）
	

	転居（新幹線・高速道路いずれも）
	支給しない。
	育児、介護等のやむを得ない事情により転居して新幹線等による通勤を必要とする職員で異動等により新幹線等による通勤を行う職員と同様に取り扱う必要がある職員に対しても手当を支給する。

	利用の基準（新幹線・高速道路いずれも）
	次のいずれかに該当すること（30分要件）

①通勤時間が30分以上短縮すること。

②①に相当すると人事委員会が認めるもの。
	通勤事情の改善に相当程度資するものであると認められるものに限り取り扱いを廃止する。（30分要件の廃止）


○再採用制度について
・再採用に係る初任給の特例については、下表のとおり2025年4月1日から措置を講ずる。
	項目
	現行
	見直し後

	職務の級
	行１職4級（3級以下で退職の場合には同一級）相当（原則）
	退職時の級（上限は行1職4級相当）

	号給
	「職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則」等の規定により、新たに職員となった者の初任給算定に従って決定
	退職時の号給を基礎として、退職から再採用までの経験年数を55歳（行２、医１は57歳）の年度を超える部分を除き、号給を換算して初任給を決定


・再採用制度については、育児・介護等に限定した現行制度の事由が拡大できるか、問題意識をもって関係各所に伝えていく。
○再任用の処遇改善について

住居手当、特地勤務手当、へき地手当及び寒冷地手当を支給することとし、2025年4月1日から適用。
また、今後に向けて、何ができるかについて労使で考えていく。
○フレックスタイム制度の見直し

　育児・介護をする職員を対象として、選択的週休3日制を2025年4月1日から実施する。
○子の看護休暇の見直し

　取得事由に「学級閉鎖等に係る子の世話」及び「子の行事への参加」を追加するとともに、名称を「子の看護等休暇」に改めることとし、2025年4月1日から適用する措置を講ずる。
　また、臨時休校等の場合の子の世話に係る特別休暇については、2025年3月31日をもって廃止する。

○時間外勤務免除について

　対象となるこの年齢を「小学校就学の始期に達するまでの子」とし、2025年4月1日から適用する。
○年次休暇等の付与期間について

2026年4月から以下のとおりとする。
（１）対象職員

　全職員（臨時的任用職員、暫定再任用職員、会計年度任用職員等を含む。）

（２）内容

　暦年（１月１日～12月31日）又は任用から１年で付与する休暇等を、年度（４月１日～翌３月31日）付与へ変更。

（３）任期付職員、臨時的任用職員は短時間勤務職員を参考に、継続勤務期間及び任用期間に応じ比例付与とする。

　また、付与時期の変更により年休所得に支障が生じることのないよう、年休取得促進策を講じることとする。

○会計年度任用職員の休暇について

・不妊治療休暇、育児参加休暇及び配偶者等出産休暇について、6月以上の任用期間又は継続勤務の要件を、2025年3月31日をもって廃止する。
・私傷病に係る特別休暇について、1年に付与される全日数を有給とすることとし、2025年4月1日から適用する。

○会計年度任用職員の雇用改善について

国等が「再採用は２回まで」の制限の撤廃をしたことを受け、制度の在り方について年明けから話し合いの場を持つ。
○カスタマーハラスメント対策について

　対策方針の策定に当たっては、しかるべき場で話し合っていくものとする。
○永年勤続表彰について

　2025年3月31日をもって廃止する。
○リフレッシュ休暇について

　要件を「永年勤続表彰受賞者」及び「勤続年数が15年に達する者」を「40歳及び50歳に達する年度の者」に改めることとし、2025年4月1日から適用する。ただし、見直しによる不利益が生じないよう、所要の経過措置を設ける。
○職員功績賞について

　知事表彰は全庁に特に影響を与える業績等を対象とした随時表彰とし、局長表彰は2025年3月31日をもって廃止する。

自治労県職連合
2025新春のつどい

恒例！福引抽選会

☆日時：1月1０日（金）　18時30分から

☆会場：波止場会館１階

〇通勤手当の見直し


通勤手当については、下表のとおり2025年4月1日から適用する。








